
 

 

 

 

 

 

 

議  案  書 
 

 

 

 

令 和 ７ 年 ９ 月 

 

第 ３ 回 定 例 会 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

松  山  市 

 
 



件　　　　　　　　　名 議決結果

認定 １ 令和６年度松山市一般・特別会計決算の認定について １

２ 令和６年度松山市公営企業会計剰余金の処分及び決算の認定について ３

議案 ７６ 令和７年度松山市一般会計補正予算（第２号） ５

７７ 令和７年度松山市一般会計補正予算（第３号） ７

７８ 令和７年度松山市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第１号） １３

７９ 令和７年度松山市介護保険事業特別会計補正予算（第１号） １７

８０ 令和７年度松山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号） １９

８１ 松山市暴力団排除条例の一部改正について ２３

８２ 松山市体育施設条例の一部改正について ２５

８３
松山市議会議員及び松山市長の選挙における選挙運動経費の公費負担に関す
る条例の一部改正について

２７

８４ 松山市急患医療センター設置条例の一部改正について ２９

８５ 松山市水道事業給水条例及び松山市下水道条例の一部改正について ３１

８６
工事請負契約の締結について（たちばな小学校１２・１６棟校舎長寿命化改
修ほか主体工事）

３３

８７
工事請負契約の締結について（三津浜中学校１６・２３棟校舎長寿命化改修
ほか主体工事）

３５

８８ 工事請負契約の変更について（第二和泉団地１号棟新築主体その他工事） ３７

８９ 工事請負契約の変更について（第二和泉団地２号棟新築主体その他工事） ３９

９０ 旧慣による市有財産の使用廃止について ４１

９１ 市道路線の認定及び一部廃止について ４３

（追加提出予定分）

件　　　　　　　　　名 議決結果

教育長の任命に関し同意を求めることについて

固定資産評価審査委員会委員の選任に関し同意を求めることについて

人権擁護委員候補者の推薦について

議案番号 ページ

目　　　　　　　次

議案番号 ページ



認定第１号 

令和７年９月５日提出 

松山市長 野 志 克 仁   

 

令和６年度松山市一般・特別会計決算の認定について  

 地方自治法第２３３条第３項の規定により，令和６年度松山市一般・特別会計決算を別

冊のとおり認定に付する。 

 

提出書類 

１．令和６年度松山市一般・特別会計歳入歳出決算書  

２．令和６年度松山市一般・特別会計歳入歳出決算事項別明細書  

３．令和６年度松山市一般・特別会計実質収支に関する調書  

４．令和６年度松山市財産に関する調書  

５．令和６年度松山市一般・特別会計決算に係る主要な施策の成果説明書  

６．令和６年度松山市運用基金状況書  

７．令和６年度松山市各会計決算審査意見書  

  令和６年度松山市各基金運用状況審査意見書  

 

 （参 照） 

   地方自治法（抄） 

 （決 算） 

第２３３条 

３ 普通地方公共団体の長は，前項の規定により監査委員の審査に付した決算を監査委員

の意見を付けて次の通常予算を議する会議までに議会の認定に付さなければならない。 

５ 普通地方公共団体の長は，第３項の規定により決算を議会の認定に付するに当たつて

は，当該決算に係る会計年度における主要な施策の成果を説明する書類その他政令で定

める書類を併せて提出しなければならない。  

 （基 金） 

第２４１条 

５ 第１項の規定により特定の目的のために定額の資金を運用するための基金を設けた場
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吅においては，普通地方公共団体の長は，毎会計年度，その運用の状況を示す書類を作

成し，これを監査委員の審査に付し，その意見を付けて，第２３３条第５項の書類と併

せて議会に提出しなければならない。  

 

地方自治法施行令（抄） 

（決 算） 

第１６６条 

２ 地方自治法第２３３条第１項及び第５項に規定する政令で定める書類は，歳入歳出決

算事項別明細書，実質収支に関する調書及び財産に関する調書とする。  
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認定第２号   

令和７年９月５日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

令和６年度松山市公営企業会計剰余金の処分及び決算の認定について  

地方公営企業法第３２条第２項の規定により，令和６年度松山市公営企業会計決算に伴

う剰余金を剰余金処分計算書（案）のとおり処分し，併せて同法第３０条第４項の規定に

より，令和６年度松山市公営企業会計決算を別冊のとおり認定に付する。 

 

提出書類 

１．令和６年度松山市水道事業会計・簡易水道事業会計・工業用水道事業会計・下水道事

業会計決算書 

２．令和６年度松山市公営企業会計決算審査意見書  

 

（参 照） 

地方公営企業法（抄）  

（決 算） 

第３０条 

４ 地方公共団体の長は，第２項の規定により監査委員の審査に付した決算を，監査委員

の意見を付けて，遅くとも当該事業年度終了後３月を経過した後において最初に招集さ

れる定例会である議会の認定に付さなければならない。  

（剰余金の処分等） 

第３２条 

２ 毎事業年度生じた利益の処分は，前項の規定による場合を除くほか，条例の定めると

ころにより，又は議会の議決を経て，行わなければならない。  
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  議案第７６号  

 

令和７年度松山市一般会計補正予算（第２号）  

 

  令和７年度松山市一般会計補正予算（第２号）は，次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第１条   歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ７８８，７７３千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ２

３８，７９９，９６１千円とする。  

２   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出  

予算補正」による。  

 

 

 

                          令和７年９月５日提出  

 

                                                    松山市長     野     志     克     仁  
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第１表　歳入歳出予算補正 (松山市一般会計)

歳　入

16 55,215,233 千円 788,773 千円 56,004,006 千円

 2 9,152,660 788,773 9,941,433

238,011,188 788,773 238,799,961

 3 122,403,312 千円 788,773 千円 123,192,085 千円

 1 54,559,939 788,773 55,348,712

238,011,188 788,773 238,799,961

款 項 補正前の額 補　正　額 計

国庫支出金

国庫補助金

　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　  合　　　　　計

歳　出

項 補正前の額 補　正　額 計款

民生費

社会福祉費

　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　  合　　　　　計
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  議案第７７号  

 

令和７年度松山市一般会計補正予算（第３号）  

 

  令和７年度松山市一般会計補正予算（第３号）は，次に定めるところによる。  

（歳入歳出予算の補正）  

第１条   歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，４２２，５９５千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞ

れ２４０，２２２，５５６千円とする。  

２   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出  

予算補正」による。  

（債務負担行為の補正）  

第２条   債務負担行為の追加は，「第２表債務負担行為補正」による。  

（地方債の補正）  

第３条   地方債の変更は，「第３表地方債補正」による。  

 

 

 

                          令和７年９月５日提出  

 

                                                    松山市長     野     志     克     仁  
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第１表　歳入歳出予算補正 (松山市一般会計)

歳　入

 1 69,197,000 千円 776,000 千円 69,973,000 千円

 1 31,305,000 776,000 32,081,000

14 724,325 38,002 762,327

 1 28,075 38,002 66,077

16 56,004,006 45,414 56,049,420

 2 9,941,433 43,414 9,984,847

 3 124,362 2,000 126,362

17 19,798,425 24,897 19,823,322

 2 4,493,864 24,897 4,518,761

20 18,313,287 50,865 18,364,152

 1 基金繰入金 18,028,458 50,865 18,079,323

21 900,000 303,854 1,203,854

 1 繰越金 900,000 303,854 1,203,854

22 9,056,902 563 9,057,465

 5 5,110,837 563 5,111,400

23 13,765,300 183,000 13,948,300

 1 13,765,300 183,000 13,948,300

款 項 補正前の額 補　正　額 計

市税

市民税

分担金及び負担金

分担金

国庫支出金

国庫補助金

諸収入

委託金

県支出金

県補助金

繰入金

繰越金

雑入

市債

市債
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238,799,961 1,422,595 240,222,556

 2 17,983,092 千円 108,517 千円 18,091,609 千円

 1 総務管理費 13,717,760 108,517 13,826,277

 3 123,192,085 75,871 123,267,956

 1 社会福祉費 55,348,712 41,871 55,390,583

 2 児童福祉費 45,834,085 34,000 45,868,085

 4 16,881,032 29,231 16,910,263

 1 保健衛生費 3,450,369 29,231 3,479,600

 6 3,008,921 573,245 3,582,166

 1 農業費 1,087,325 50,449 1,137,774

 2 農業土木費 1,083,899 522,796 1,606,695

 8 22,501,699 606,969 23,108,668

 2 道路橋梁費 3,000,331 464,569 3,464,900

 3 河川費 896,762 135,400 1,032,162

 5 都市計画費 13,006,841 7,000 13,013,841

 9 5,869,878 2,000 5,871,878

 1 消防費 5,869,878 2,000 5,871,878

  合　　　　　計

土木費

消防費

　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　

衛生費

農林水産業費

歳　出

総務費

民生費

款 項 補正前の額 補　正　額 計
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10 22,366,887 千円 26,762 千円 22,393,649 千円

 2 小学校費 3,327,936 17,131 3,345,067

 3 中学校費 4,059,844 9,631 4,069,475

  合　　　　　計 238,799,961 1,422,595 240,222,556

項

　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　

款

教育費

補正前の額 補　正　額 計
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事 項 期 間 限 度 額

千円

文 化 施 設 の 在 り 方 に 係 る 調 査 業 務 委 託 令和７年度～令和８年度 １６，９００

第２表　債務負担行為補正（松山市一般会計）

１  追 加

採 用 試 験 事 務 令和７年度～令和８年度 ９００

小中学校体育館空調整備に係る事業手法調査
及 び 事 業 者 選 定 支 援 等 業 務 委 託

令和７年度～令和８年度 ３３，０００

松 山 市 立 図 書 館 窓 口 等 運 営 業 務 委 託
（ 中 央 ・ 三 津 浜 ・ 北 条 図 書 館 ）

令和７年度～令和１２年度 ９２３，５００

松 山 駅 高 架 下 北 側 駐 輪 場 整 備 事 業 令和７年度～令和８年度 ３２６，７００

松 山 駅 東 口 駅 前 広 場
歩 行 者 用 通 路 整 備 事 業

令和７年度～令和８年度 ８５，０００
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起債の方法 利率 償    還    の    方    法 起債の方法 利率 償還の方法

千円 千円

高齢者福祉施設整備事業

第３表　地方債補正（松山市一般会計）

１  変 更

起  債  の  目  的
補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

限     度     額 限     度     額

 
 １   借入先
      財務省，地方公共
   団体金融機構その他

 ２   借入方法
      普通貸借又は証券
   発行の方法による。

 ３   借入時期
      令和７年度。ただ
    し工事又は財政の都
    合により起債額の全
    部若しくは一部を翌
    年度に繰り越し借入
　　れすることができる。

年５％
       以内

（ただし，利
率見直し方
式で借り入
れる政府資
金及び地方
公共団体金
融機構資金
等につい
て，利率の
見直しを
行った後に
おいては，
当該見直し
後の利率。）

 
 1   償還期限
      ３０年以内（内据置
    ５年以内）
　
 ２   償還額及び財源
      一般財源及び事業
   収入等により元利均等
   又は元金均等償還する。
　 ただし必要に応じ繰上
   償還，償還期限の短縮
   又は低利債に借換えす
   ることができる。

 ３   財務省，地方公共団
   体金融機構その他より
   借り入れる場合において
   前各号の償還の方法が
   借入先の融通条件に抵
   触するときは，その融通
   条件によることができる。

補正前
と同じ

補正前
と同じ

補正前
と同じ

10,000 20,000

児童健全育成施設整備事業 350,000 同　　上 同　　上 同　　上 390,000 同　　上 同　　上 同　　上

道 路 建 設 等 事 業 810,000 同　　上 同　　上 同　　上 870,000 同　　上 同　　上 同　　上

農林水産基盤整備事業 420,000 同　　上 同　　上 同　　上 580,000 同　　上 同　　上 同　　上

環 境 政 策 事 業 10,000 同　　上 同　　上 同　　上 30,000 同　　上 同　　上 同　　上
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  議案第７８号  

 

令和７年度松山市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第１号）  

 

  令和７年度松山市国民健康保険事業勘定特別会計補正予算（第１号）は，次に定めるところによる。  

  （歳入歳出予算の補正）  

第１条   歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１６，５００千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５２，

０２５，４００千円とする。  

２   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出  

予算補正」による。  

（債務負担行為の補正）  

第２条   債務負担行為の追加は，「第２表債務負担行為補正」による。  

 

 

 

                          令和７年９月５日提出  

 

                                                    松山市長     野     志     克     仁  
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第１表　歳入歳出予算補正 (松山市国民健康保険事業勘定特別会計)

歳　入

 3 473 千円 1,500 千円 1,973 千円

 1 473 1,500 1,973

 6 5,012,815 15,000 5,027,815

 1 5,012,815 15,000 5,027,815

52,008,900 16,500 52,025,400

 1 712,818 千円 16,500 千円 729,318 千円

 1 651,847 16,500 668,347

  合　　　　　計 52,008,900 16,500 52,025,400

款 項 補正前の額 補　正　額 計

国庫支出金

国庫補助金

繰入金

一般会計繰入金

　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　  合　　　　　計

歳　出

総務費

項

総務管理費

　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　

補正前の額 補　正　額 計款
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事 項 期 間 限 度 額

千円

ト ー タ ル 収 納 シ ス テ ム
国 保 納 付 書 変 更 対 応 業 務 委 託

令和７年度～令和８年度 １５，０００

第２表　債務負担行為補正（松山市国民健康保険事業勘定特別会計）

１  追 加

国 保 シ ス テ ム
子ども・子育て支援金制度対応業務委託

令和７年度～令和８年度 ３，５００
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  議案第７９号  

 

令和７年度松山市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）  

 

  令和７年度松山市介護保険事業特別会計補正予算（第１号）は，次に定めるところによる。  

  （歳入歳出予算の補正）  

第１条   歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５，５００千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ５３，

０８０，７００千円とする。  

２   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出  

予算補正」による。  

 

 

 

                          令和７年９月５日提出  

 

                                                    松山市長     野     志     克     仁  
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第１表　歳入歳出予算補正 (松山市介護保険事業特別会計)

歳　入

 5 7,149,893 千円 5,500 千円 7,155,393 千円

 2 276,774 5,500 282,274

53,075,200 5,500 53,080,700

 1 1,102,800 千円 5,500 千円 1,108,300 千円

 1 1,102,800 5,500 1,108,300

53,075,200 5,500 53,080,700

款 項 補正前の額 補　正　額 計

県支出金

県補助金

　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　  合　　　　　計

歳　出

項 補正前の額 補　正　額 計款

総務費

総務管理費

　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　  合　　　　　計
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  議案第８０号  

 

令和７年度松山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）  

 

  令和７年度松山市後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）は，次に定めるところによる。  

  （歳入歳出予算の補正）  

第１条   歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１１，０００千円を追加し，歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ８，

８７５，３００千円とする。  

２   歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は，「第１表歳入歳出  

予算補正」による。  

（債務負担行為の補正）  

第２条   債務負担行為の追加は，「第２表債務負担行為補正」による。  

 

 

 

                          令和７年９月５日提出  

 

                                                    松山市長     野     志     克     仁  
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第１表　歳入歳出予算補正 (松山市後期高齢者医療特別会計)

歳　入

 4 0 千円 11,000 千円 11,000 千円

 1 0 11,000 11,000

8,864,300 11,000 8,875,300

 1 263,038 千円 11,000 千円 274,038 千円

 1 235,899 11,000 246,899

8,864,300 11,000 8,875,300

款 項 補正前の額 補　正　額 計

国庫支出金

国庫補助金

　　　　　　　歳　　　　　入　　　　　  合　　　　　計

歳　出

項 補正前の額 補　正　額 計款

総務費

総務管理費

　　　　　　　歳　　　　　出　　　　　  合　　　　　計

-20-



事 項 期 間 限 度 額

千円

第２表　債務負担行為補正（松山市後期高齢者医療特別会計）

１  追 加

後 期 高 齢 者 医 療 シ ス テ ム
子ども・子育て支援金制度対応業務委託

令和７年度～令和８年度 ５，０００
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議案第８１号   

令和７年９月５日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

松山市暴力団排除条例の一部改正について 

松山市暴力団排除条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

記 

松山市暴力団排除条例の一部を改正する条例 

松山市暴力団排除条例（平成２２年条例第３２号）の一部を次のように改正する。 

第９条第４項ただし書中「１３０万円」を「２００万円」に改める。 

付 則 

この条例は，令和８年１月１日から施行する。 

 

（提案理由） 

少額随意契約に係る基準額の引上げに伴い，暴力団員等及び暴力団関係事業者ではない

旨の誓約書を徴しない契約金額を引き上げるため，本案を提出する。 
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議案第８２号   

令和７年９月５日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

松山市体育施設条例の一部改正について 

松山市体育施設条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

記 

松山市体育施設条例の一部を改正する条例 

松山市体育施設条例（平成１６年条例第５７号）の一部を次のように改正する。 

第１４条第２項中「及び別表第５」を「，別表第５及び別表第９」に改める。 

付 則 

この条例は，令和８年４月１日から施行する。 

 

（提案理由） 

中島Ｂ＆Ｇ海洋センターに指定管理者制度を導入するため，本案を提出する。 
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議案第８３号   

令和７年９月５日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

松山市議会議員及び松山市長の選挙における選挙運動経費の公費負担に関する条例

の一部改正について 

松山市議会議員及び松山市長の選挙における選挙運動経費の公費負担に関する条例の一

部を改正する条例を次のように定める。 

記 

松山市議会議員及び松山市長の選挙における選挙運動経費の公費負担に関する条例

の一部を改正する条例 

松山市議会議員及び松山市長の選挙における選挙運動経費の公費負担に関する条例（平

成６年条例第２号）の一部を次のように改正する。 

第８条第１号中「５４１円３１銭」を「５８６円８８銭」に改め，同条第２号中「２８

円３５銭」を「３０円７３銭」に，「５８６，９０５円」を「６０９，６９０円」に改め

る。 

第９条及び第１１条中「７円７３銭」を「８円３８銭」に改める。 

付 則 

（施行期日） 

１ この条例は，公布の日から施行する。 

（適用区分） 

２ この条例による改正後の第８条，第９条及び第１１条の規定は，この条例の施行の日

以後その期日を告示される松山市議会議員又は松山市長の選挙から適用する。 

 

 （提案理由） 

公職選挙法施行令の改正に伴い，選挙運動経費の公費負担限度額を引き上げるため，本

案を提出する。 
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議案第８４号   

令和７年９月５日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

松山市急患医療センター設置条例の一部改正について 

松山市急患医療センター設置条例の一部を改正する条例を次のように定める。 

記 

松山市急患医療センター設置条例の一部を改正する条例 

松山市急患医療センター設置条例（平成１４年条例第１３号）の一部を次のように改正

する。 

第３条第１項ただし書及び第４条ただし書を削る。 

第１０条を第１１条とし，第６条から第９条までを１条ずつ繰り下げ，第５条を第６条

とし，同条の前に次の１条を加える。 

（診療時間等の変更） 

第５条 前２条の規定にかかわらず，市長が特に必要があると認めるときは，急患センタ

ーの診療時間，受付時間及び休診日を臨時に変更することができる。 

付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

（提案理由） 

松山市急患医療センターについて，年末年始等の繁忙期に受付時間を臨時に変更するこ

とにより，診察開始の円滑化及び患者の待機時間の短縮を図るため，本案を提出する。 
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議案第８５号   

令和７年９月５日提出   

松山市長 野 志 克 仁   

 

松山市水道事業給水条例及び松山市下水道条例の一部改正について 

松山市水道事業給水条例及び松山市下水道条例の一部を改正する条例を次のように定め

る。 

記 

松山市水道事業給水条例及び松山市下水道条例の一部を改正する条例 

（松山市水道事業給水条例の一部改正） 

第１条 松山市水道事業給水条例（平成９年条例第３７号）の一部を次のように改正する。 

第６条第１項に次のただし書を加える。 

ただし，災害その他非常の場合において，管理者が他の水道事業者（法第３条第５

項に規定する水道事業者をいう。以下この項において同じ。）又は他の水道事業者が

当該指定をした者（次項においてこれらを「他の水道事業者等」という。）が当該工

事を設計し，及び施行する必要があると認めるときは，この限りでない。 

第６条第２項中「指定給水装置工事事業者」の次に「及び他の水道事業者等」を加え

る。 

（松山市下水道条例の一部改正） 

第２条 松山市下水道条例（平成１８年条例第２１号）の一部を次のように改正する。 

第７条に次のただし書を加える。 

ただし，災害その他非常の場合において，管理者が他の市町村等の公共下水道を管

理する者により工事を施行する者として指定を受けた者が工事を施行する必要がある

と認めるときは，この限りでない。 

付 則 

この条例は，公布の日から施行する。 

 

（提案理由） 

災害その他非常の場合に，他の市町村長等が指定した工事事業者が給水装置及び排水設

備の工事を実施できるようにするため，本案を提出する。 
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議案第８６号 

令和７年９月５日提出 

松山市長 野 志 克 仁 

 

   工事請負契約の締結について  

   （たちばな小学校１２・１６棟校舎長寿命化改修ほか主体工事） 

 次のとおり工事請負契約を締結する。  

記 

１．工 事 名     たちばな小学校１２・１６棟校舎長寿命化改修ほか主体工事  

２．施工場所 松山市針田町２０９番地１ 

３．内 容     たちばな小学校  

１２，１６棟校舎 鉄筋コンクリート造４階建  

１，３４８．６７㎡ 長寿命化改修  

昇降機棟 鉄骨造４階建 ４９．６０㎡ 増築 

１，１０，１５，１７，１８，１９棟校舎 鉄筋コンクリート造４階建  

５，６９２．６５㎡ 大規模改修  

長寿命化改修工事 １式 

昇降機棟増築工事 １式 

大規模改修工事  １式 

環境配慮改修工事 １式 

４．請 負 人     松山市井門町１５０８番地２ 

       山本・有光特定建設工事共同企業体 

代表者 山本建設株式会社 代表取締役 山本 太平 

５．請負金額 ８億７，０９８万円 

６．契約方法 一般競争入札 

 

 （提案理由）  

 本件は，予定価格１億８，０００万円以上の工事の請負契約であるから，条例の定める

ところにより請負契約の締結について議会の議決を求めるため，本案を提出する。  
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（参 照） 

   議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抄）  

 （議会の議決に付すべき契約）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は，予定価格１億８，０００万

円以上の工事又は製造の請負とする。  
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議案第８７号 

令和７年９月５日提出 

松山市長 野 志 克 仁 

 

   工事請負契約の締結について  

   （三津浜中学校１６・２３棟校舎長寿命化改修ほか主体工事） 

 次のとおり工事請負契約を締結する。  

記 

１．工 事 名     三津浜中学校１６・２３棟校舎長寿命化改修ほか主体工事  

２．施工場所 松山市若葉町８番４８号 

３．内 容     三津浜中学校  

１６棟校舎 鉄筋コンクリート造４階建 ２，４３９．０６㎡ 改修 

２３棟校舎 鉄筋コンクリート造４階建 ３，３３３．４６㎡ 改修 

昇降機棟 鉄骨造４階建 ８７．４８㎡ 増築 

その他付属建物１式  

校舎長寿命化改修工事 １式 

昇降機棟増築ほか工事 １式 

建物周辺整備工事   １式 

環境配慮改修工事   １式 

４．請 負 人     松山市畑寺町１２３番地１ 

       成武・大進特定建設工事共同企業体 

代表者 株式会社成武建設 代表取締役 石橋 和典 

５．請負金額 １０億４，７２０万円 

６．契約方法 一般競争入札 

 

 （提案理由）  

 本件は，予定価格１億８，０００万円以上の工事の請負契約であるから，条例の定める

ところにより請負契約の締結について議会の議決を求めるため，本案を提出する。  

  

（参 照） 
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   議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抄）  

 （議会の議決に付すべき契約）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は，予定価格１億８，０００万

円以上の工事又は製造の請負とする。  
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                                議案第８８号   

                            令和７年９月５日提出   

                          松山市長 野 志 克 仁   

 

   工事請負契約の変更について  

   （第二和泉団地１号棟新築主体その他工事） 

 令和６年第２回定例会において議決を得た議案第９０号第二和泉団地１号棟新築主体そ

の他工事請負契約を次のとおり変更する。  

記 

区 分 請 負 金 額 

変更前 １０億８，０２０万円 

変更後 １０億８，５６４万１，７００円 

 

 （提案理由）  

地下水の排出について地元との調整及び対策に時間を要したことから２８日間の工期

を延期するとともに，延期する日数に必要となる経費の増額変更を行うため，本件を提出

する。 

 

 （参 照） 

   議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抄）  

 （議会の議決に付すべき契約）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は，予定価格１億８，０００万

円以上の工事又は製造の請負とする。  
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                                議案第８９号   

                            令和７年９月５日提出   

                          松山市長 野 志 克 仁   

 

   工事請負契約の変更について  

   （第二和泉団地２号棟新築主体その他工事） 

 令和６年第２回定例会において議決を得た議案第９１号第二和泉団地２号棟新築主体そ

の他工事請負契約を次のとおり変更する。  

記 

区 分 請 負 金 額 

変更前 １１億５５０万円 

変更後 １１億１，０９６万７，０００円 

 

 （提案理由）  

地下水の排出について地元との調整及び対策に時間を要したことから２８日間の工期

を延期するとともに，延期する日数に必要となる経費の増額変更を行うため，本件を提出

する。 

 

 （参 照） 

   議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抄）  

 （議会の議決に付すべき契約）  

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下「法」という。）第９６条第１項第５

号の規定により議会の議決に付さなければならない契約は，予定価格１億８，０００万

円以上の工事又は製造の請負とする。  
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                              議案第９０号   

                         令和７年９月５日提出   

                        松山市長 野 志 克 仁   

 

   旧慣による市有財産の使用廃止について  

旧来の慣行により使用している市有財産について，その旧慣を次のとおり廃止する。  

                   記 

廃止する財産の所在地，地目及び地積  

所 在 地 地 目 地 積 

松山市桜ケ丘乙７番  溜池 ５２２平方メートル 

松山市上伊台町８０５番 溜池 ６５４平方メートル  

松山市上伊台町１０７６番 溜池 ９２５平方メートル 

松山市上伊台町１０８０番  溜池 ４０３平方メートル 

松山市佐古甲３２１番  溜池 ５７４平方メートル  

松山市三町二丁目３１７番  溜池 ９，４２４平方メートル 

 

（提案理由）  

 本件溜池は，現在受益者もなく，今後も溜池として利用する見込みがないため，地方自

治法第２３８条の６の規定に基づき旧慣使用権を廃止するため，本案を提出する。  

 

（参 照） 

   地方自治法（抄） 

（旧慣による公有財産の使用）  

第２３８条の６ 旧来の慣行により市町村の住民中特に公有財産を使用する権利を有する

者があるときは，その旧慣による。その旧慣を変更し，又は廃止しようとするときは，

市町村の議会の議決を経なければならない。  
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 議案第９１号 

令和７年９月５日提出 

松山市長 野 志 克 仁 

 

   市道路線の認定及び一部廃止について 

１．次の路線を市道に認定する。 

図面 

番号 
路  線  名 起  点 終  点 重要な経過地 

１ 市道 桑原 ３０４号線 桑原二丁目 桑原二丁目  

２ 市道 桑原 ３０５号線 東野二丁目 東野二丁目  

３ 市道 桑原 ３０６号線 東野二丁目 東野二丁目  

４ 市道 味生 ３１３号線 山西町 山西町  

５ 市道 垣生 ２１６号線 西垣生町 西垣生町  

６ 市道 垣生 ２１７号線 西垣生町 西垣生町  

７ 市道 垣生 ２１８号線 西垣生町 西垣生町  

８ 市道 久枝 ２９３号線 東長戸三丁目 東長戸三丁目  

９ 市道 余土 ２７０号線 保免上一丁目 保免上一丁目  

１０ 市道 久米 ２６８号線 鷹子町 鷹子町  

１１ 市道 小野 ２４７号線 水泥町 水泥町  

１２ 市道 小野 ２４８号線 水泥町 水泥町  

１３ 市道 粟井  ２１号線 久保 久保  

１４ 市道 粟井  ２２号線 久保 久保  

 

２．次の路線を一部廃止する。 

 

図面 

番号 
路  線  名 起  点 終  点 重要な経過地 

１５ 市道 生石 １２５号線 单吉田町 单吉田町  

１６ 市道 生石 ３０３号線 单吉田町 单吉田町  
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（提案理由） 

図面番号第１～１４号は都市計画法第２９条の規定による開発行為の許可に基づき建設

された道路で，同法第３９条の規定に伴い，市道認定するもので，図面番号１５～１６は

松山空港消防車庫新築工事に伴い，市道の路線を一部廃止するため，道路法第８条及び第

１０条の規定により，本案を提出する。  

 

 （参 照） 

   都市計画法（抄） 

 （開発行為の許可） 

第２９条 都市計画区域又は準都市計画区域内において開発行為をしようとする者は，あ

らかじめ，国土交通省令で定めるところにより，都道府県知事(地方自治法(昭和２２年

法律第６７号)第２５２条の１９第１項の指定都市又は同法第２５２条の２２第１項の

中核市(以下「指定都市等」という。)の区域内にあつては，当該指定都市等の長。以下

この節において同じ。)の許可を受けなければならない。ただし，次に掲げる開発行為に

ついては，この限りでない。 

（開発行為等により設置された公共施設の管理） 

第３９条 開発許可を受けた開発行為又は開発行為に関する工事により公共施設が設置さ

れたときは，その公共施設は，第３６条第３項の公告の日の翌日において，その公共施

設の存する市町村の管理に属するものとする。ただし，他の法律に基づく管理者が別に

あるとき，又は第３２条第２項の協議により管理者について別段の定めをしたときは，

それらの者の管理に属するものとする。 

 

   道路法（抄） 

（市町村道の意義及びその路線の認定） 

第８条 第３条第４号の市町村道とは，市町村の区域内に存する道路で，市町村長がその

路線を認定したものをいう。 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては，あらかじめ当

該市町村の議会の議決を経なければならない。 

（路線の廃止又は変更） 

第１０条 都道府県知事又は市町村長は，都道府県道又は市町村道について，一般交通の
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用に供する必要がなくなったと認める場合においては，当該路線の全部又は一部を廃止

することができる。路線が重複する場合においても，同様とする。 

３ 第７条第２項から第８項まで及び前条の規定は前２項の規定による都道府県道の路線

の廃止又は変更について，第８条第２項から第５項まで及び前条の規定は前２項の規定

による市町村道の路線の廃止又は変更について，それぞれ準用する。 
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桑原支所

古墳公園

桑原公園

市立桑原小学校

経石山公園

1

Ｎ
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新石手公園

公園

　北公園

2

Ｎ
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山

石

手

郵

便

局

新石手公園

公園

　北公園

3

Ｎ
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済生会松山病院

飯

岡

公

園

市立味生小学校

山

西

郵

便

局

山

西

公

園

新田青雲中等教育学校

山

西

駅

福水公園

4

Ｎ
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市立垣生小学校

郵

便

局

西垣生公園

市立垣生中学校

空

港

東

公

園

5

Ｎ
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住吉公園

大新田

　公園

6

7

Ｎ
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市立鴨川中学校

鴨

川

公

園

郵便局

　

潮

見

支

所

市立潮見小学校

8

Ｎ
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跨線橋下保免公園

和泉公園

市立双葉小学校

9

Ｎ
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鷹の子駅

鷹子町運動公園

10

Ｎ
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平井駅

梅西公園

小野

郵便局

水

泥

ハ

ミ

ン

グ

公

園

11

12

Ｎ
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粟井

駐在所

久

保

児

童

公

園

簡易郵便局

粟井駅

13
14

Ｎ
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15

16

Ｎ
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図面 延長

番号 幅員 ｍ ｍ

市 道 松山市 桑原二丁目 松山市 桑原二丁目 5.3

桑原３０４ 号線 ～ 9.8

市 道 松山市 東野二丁目 松山市 東野二丁目 4.3

桑原３０５ 号線 ～ 8.7

市 道 松山市 東野二丁目 松山市 東野二丁目 4.3

桑原３０６ 号線 ～ 9.1

市 道 松山市 山西町 松山市 山西町 4.4

味生３１３ 号線 ～ 8.9

市 道 松山市 西垣生町 松山市 西垣生町 4.5

垣生２１６ 号線 ～ 4.5

市 道 松山市 西垣生町 松山市 西垣生町 5.3

垣生２１７ 号線 ～ 8.4

市 道 松山市 西垣生町 松山市 西垣生町 4.8

垣生２１８ 号線 ～ 8.5

市 道 松山市 東長戸三丁目 松山市 東長戸三丁目 5.3

久枝２９３ 号線 ～ 9.7

市 道 松山市 保免上一丁目 松山市 保免上一丁目 4.3

余土２７０ 号線 ～ 9.1

市 道 松山市 鷹子町 松山市 鷹子町 4.7

久米２６８ 号線 ～ 9.3

市 道 松山市 水泥町 松山市 水泥町 5.3

小野２４７ 号線 ～ 9.8

市 道 松山市 水泥町 松山市 水泥町 4.3

小野２４８ 号線 ～ 11.6

市 道 松山市 久保 松山市 久保 4.6

粟 井 ２ １ 号 線 ～ 9.0

市 道 松山市 久保 松山市 久保 4.3

粟 井 ２ ２ 号 線 ～ 8.3

市 道 松山市 南吉田町 松山市 南吉田町 4.1

生石１２５ 号線 ～ 4.1

市 道 松山市 南吉田町 松山市 南吉田町 4.1

生石３０３ 号線 ～ 4.1

2 24.9

甲94番2地先 甲94番5地先

起 点 終 点路 線 名

１ 47.1

901番1地先 901番8地先

敷地の

４ 55.0

777番1地先 777番9地先

3 95.7

甲154番1地先 甲155番6地先

５ 30.2

543番5地先 543番7地先

６ 138.9

323番1地先 323番18地先

７ 42.5

326番32地先 323番11地先

８ 84.1

537番5地先 537番10地先

９ 87.8

42番1地先 24番11地先

１０ 46.4

629番1地先 629番11地先

１１ 106.4

1112番3地先 1112番19地先

１２ 82.2

1114番1地先 1112番15地先

１３ 73.7

210番8地先 206番2地先

１４ 18.8

209番2地先 209番3地先

１５ 41.4

2736番2地先 2700番1地先

１６ 46.8

2699番3地先 2723番1地先
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